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社会潮流について

１ 人口減少社会への突入と高齢化のさらなる進展

・総人口は2008年をピークに減少をはじめ、2040年には1億1,000万人程度となる。

・生産年齢人口（15～64歳）の減少も加速し、2040年には毎年100万人程度の減少が見

込まれる。

・老年人口（65歳以上）は、団塊ジュニア世代が高齢者となる2040年頃にピークを迎える。

・社会保障給付費の対GDP比は、2018年度の21.5％から、2040年度には約24%に。

＜社会保障給付費の見通し＞

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局資料（平成 31 年 3 月 11 日）



資料４

2

＜一人の若者が一人の高齢者を支える「肩車型」社会へ＞

・2040年を見通すと、現役世代（担い手・働き手）の減少が最大の課題。

・社会保障などの持続可能性が困難に（現在の騎馬戦型が、2050年には肩車型に）。

・一方、高齢者の「若返り」が見られ、就業率も上昇。

・今後は、誰もが、より長く、元気に活躍できるよう、以下の取組が必要。

①多様な就労・社会参加の環境整備

②健康寿命の延伸

③医療・福祉サービスの改革による生産性の向上

④給付と負担の見直し等による社会保障の持続可能性の確保

出典：厚生労働省資料
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２ 持続可能な開発目標（SDGｓ：エスディジーズ）

・SDGｓ（Sustainable Development Goals）とは「持続可能な開発目標」であり、2015

年 9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記

載された2016年から2030年までの国際目標。

・貧困に終止符を打ち、地球を保護し、すべての人が平和と豊かさを享受できるようにするこ

とを目指す普遍的な行動を呼びかけており、17の目標が設定されている。

日本の課題に関係が深い目標の例

●成長・雇用 ●クリーンエネルギー ●イノベーション

●循環型社会（３R：Reduce Reuse Recycle 等） ●温暖化対策

●生物多様性の保全 ●女性の活躍 ●児童虐待の撲滅 ●国際協力 等
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３ 頻発する自然災害への対応

■連続する自然災害～防災意識社会の構築に向けて～ （令和元年度防災白書）

・平成30年には、日本各地で地震、豪雨、台風等の災害が連続して発生した。その結果、広

範囲の地域に被害が生じ、さらに、同じ地域に災害が連続して発生することにより被害が拡

大した。

・大きな災害が連続したことにより、自然災害に事前から備え、生命・財産を守る防災・減災、

国土強靭化の重要性が一層認識された。「自らの命は自らが守る」意識を持った「防災意識社

会」を構築していくことが必要である。

・地球温暖化に伴う気象状況の激化、高齢社会における支援を要する高齢者の増加及びグロー

バル化の進展による外国人の増加等により、突発的に発生する激甚な災害に対し、既存の防

災施設等のハード対策や行政主導のソフト対策のみで災害を防ぎきることはますます困難に

なっている。そのため、住民の「自助」「共助」を主体とした防災政策に転換していくことが

必要である。

■巨大地震の切迫

・首都直下地震（M7クラス）、南海トラフ地震（M8-9クラス）の発生確率は、30年以内に

70％程度。いずれも被害規模は東日本大震災を上回る見込み。

出典：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局資料（平成 31年 3月 11日）
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４ 新たなモビリティサービスの動き

■都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 （国土交通省）

・都市部と地方部では、交通に係る現状や課題が大きく異なり、例えば、都市部では混雑、地

方部ではサービスの維持が課題である。

・一方、サービス面では、技術革新を受け、IoTやAI を活用したMaaS等の新たなモビリティ

サービスへの取組が活発になっている。

・「あらゆる人々の豊かな暮らし」を目指して、「日本版MaaS」の実現に向けた早急な検討が

必要である。

■MaaS（マース）

・MaaS（Mobility as a Service）とは、出発地から目的地までの移動ニーズに対して最適な移

動手段をシームレスに提供する等、移動を単なる手段としてではなく、利用者にとっての一

元的なサービスとして捉える概念。スマートフォンアプリを用いて、出発地から目的地まで

の移動手段の検索・予約・決済を一括して行えるサービス等が典型。

・想定される効果 →シームレスでストレスフリーな移動実現による利用者利便の向上

→公共交通機関の利用シェアの増加

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料
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＜日本版MaaS＞

■新型輸送サービス

・新型輸送サービスとは、MaaSに統合可能なサービスのコンテンツとしての、シェアサイク

ル、カーシェア、オンデマンド交通、超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ、自動

運転による交通サービス等を指す。

・多様化している移動ニーズにきめ細やかに対応するために、MaaSのみならず、様々な特性

を持つ新型輸送サービスの推進・普及が有効。

＜新型輸送サービス＞

出典：国土交通省資料

出典：国土交通省資料
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５ 観光立国の実現に向けた動き

■明日の日本を支える観光ビジョン （平成 28 年 3月策定）

【課題】

・豊富で多様な観光資源を、誇りを持って磨き上げ、その価値を日本人にも外国人にも分かり

やすく伝えていくことが必要。

・観光の力で、地域の雇用を生み出し、人を育て、国際競争力のある生産性の高い観光産業へ

と変革していくことが必要。

・CIQ（税関、出入国管理、検疫所）や宿泊施設、通信・交通・決済など、受入環境整備を早急

に進めることが必要。

・高齢者や障害者なども含めた、すべての旅行者が「旅の喜び」を実感できるような社会を築

いていくことが必要。

＜「観光先進国」への３つの視点と 10 の改革＞

＜観光ビジョン実現プログラム 2019 の概要＞

出典：観光庁資料
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６ 健康・医療・福祉のまちづくり

■健康・医療・福祉のまちづくりの推進ガイドライン （平成 26 年 8月策定）

・超高齢化社会の到来に対応するため、多くの高齢者が地域において活動的に暮らせるととも

に、助けが必要な高齢者に対しては、「地域包括ケアシステム」の構築とまちづくりとの連携

等により、地域全体で生活を支えることができる社会が必要。

・都市政策の取組に当たっては、健康・医療・福祉の視点から必要な事業や施策へと大きく舵

を切っていくことが必要となる。

出典：国土交通省資料
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＜「健康・医療・福祉のまちづくり」の推進に向けて必要な５つの取組＞

以下の５つの取組が効果的であることが明らかとなってきている

＜「健康・医療・福祉のまちづくり」のイメージ＞

出典：国土交通省資料
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７ 「居心地が良く歩きたくなるまちなか」から始まる都市の再生

■都市の多様性とイノベーションの創出に関する懇談会 （令和元年度に開催）

・新たな付加価値の創出と地域課題の解決の場となる、これからの都市のあり方について検討。

・今後のまちづくりの方向性について、都市を多様な人材の出会い・交流によりイノベーショ

ンの創出や人間中心の豊かな生活を実現する場とするために、「居心地が良く歩きたくなるま

ちなか」を創出することが重要であると提言をまとめた。

（検討にあたっての主なテーマ）

○都市の競争力・特性×まち

○女性や高齢者等の活躍×まち

○スタートアップ×まち

○まちをシェア×まち

＜居心地がよく歩きたくなるまちなかの形成イメージ＞

出典：国土交通省資料
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８ Society５．０（ソサエティ５．０）

■Society５．０（ソサエティ５．０）とは

・狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会

（Society 4.0）に続く、新たな社会を指す。

・サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムによ

り、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）であり、第５期科

学技術基本計画（平成28～32年度）において、我が国が目指すべき未来社会の姿として初

めて提唱された。

■Society５．０で実現する社会

・IoT（Internet of Things）で全ての人とモノがつながり、様々な知識や情報が共有され、今

までにない新たな価値を生み出すことで、様々な課題や困難を克服する。

・人工知能（AI）により、必要な情報が必要な時に提供されるようになり、ロボットや自動走

行車などの技術で、少子高齢化、地方の過疎化、貧富の格差などの課題が克服される。

・社会の変革（イノベーション）を通じて、これまでの閉塞感を打破し、希望の持てる社会、世

代を超えて互いに尊重し合あえる社会、一人一人が快適で活躍できる社会となる。

出典：内閣府ホームページ
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９ 生涯にわたり学び続けられる社会の実現

■人口減少時代の新しい地域づくりに向けた社会教育の振興方策について （中央教育審議会）

（地域における社会教育の意義と果たすべき役割）

・「社会教育」を基盤とした、人づくり・つながりづくり・地域づくり

・多様化し複雑化する課題と社会の変化への対応の要請

→持続可能な社会づくりを進めるために、住民自らが担い手として地域運営に主体的に関わ

っていく事が重要

→誰もが生涯にわたり必要な学習を行い、その成果を生かすことのできる生涯学習社会の実

現に向けた取組が必要

（新たな社会教育の方向性） ～開かれ、つながる社会教育の実現～

・住民の主体的な参加のためのきっかけづくり

・ネットワーク型行政の実質化

・地域の学びと活動を活性化する人材の育成

（今後の社会教育施設に求められる役割）

・公民館：地域コミュニティの維持と持続的な発展を推進するセンター的役割、地域の防災拠

点

・図書館：他部局と連携した個人のスキルアップや就業等の支援、住民のニーズに対応できる

情報拠点

・博物館：学校における学習内容に即した展示・教育事業の実施

出典：文部科学省資料


